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大きな可能性をもつオープンソース・ソ
フトウェア

情報システムの開発現場で、いま無償で入

手できるオープンソース・ソフトウェアが注

目されている。無償で入手できるソフトウェ

アといえば、これまでは機能が限定的であっ

たり、特定の用途に向けたものがほとんどで

あった。しかし最近、市販品と遜色ない高度

で複雑な機能をもったソフトウェア製品が登

場してきている。それはOS、アプリケーシ

ョンサーバーソフトウェア、RDBMS（リレ

ーショナルデータベース管理システム）とい

った、システム基盤の根幹をなすソフトウェ

アに及んでいる。

オープンソース・ソフトウェアは、無償で

あるということのほかに次のような特徴をも

っている（表 1参照）。

①自由に配布できる。

②ソースコードを入手できる。

③プログラムを自由に改変できる。

このように、自由で制限のない（オープン

な）ソースコードをもっているという意味で

「オープンソース」と呼ばれているのである。

また、このようなオープンソース・ソフト

ウェアの特徴と、近年のインターネットの爆

発的な普及が相乗効果を生んだことにより、

オープンソース・ソフトウェアは高度な機能

をもつようになった。世界中の優秀な開発者

が、インターネットを通じて 1つの製品開発

に共同で取り組むことが可能になったからで

ある。

商業的な活動でなかったにもかかわらず

（むしろ商業的な活動でなかったからこそ）、

開発者が、それぞれ自分に興味のある機能の

実現を目指して共同で開発した結果、市販製

品に匹敵する、高機能なオープンソース・ソ

フトウェア製品が生まれたと考えることがで

きる。

代表的なオープンソース・ソフトウェア
製品Linux

このようなオープンソース・ソフトウェア

製品の代表的なものとして、OSのLinuxがあ

げられる。

Linuxは、フィンランドの大学生であった

リーナス・トーバルズが趣味で開発を始めた

もので、1991年にインターネット上で公開さ

れた。その後、多くのボランティアの協力を

得て、1994年にバージョン1.0がリリースさ

Linuxのサーバー用OSとしての実力

無償で入手できる高機能なオープンソースのOS（基本ソフト）としてLinux（リナックス）

が注目されている。その理由として、コスト削減の解決策として期待されていることがある。

しかし、Linuxにはオープンソースとしての将来性に期待すべきである。本稿では、業務系シ

ステムのサーバー用OSとしてのLinuxをめぐる動向について解説する。

野村総合研究所　　中西慶多郎

技　術

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2003 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2003年6月号 7

れた。

Linuxは、サーバー用OSとして定評のある

UNIXと互換性があり、以前は高価なUNIX

機でしか実現できなかったサーバー機能（と

くにWebアプリケーションサーバー機能）

が安価なPC上で実現できるようになったこ

とで、インターネットの普及とともにシェア

を伸ばしてきた。

それにともなってベンダーの支持も広がっ

てきている。ハードウェアではSMP（対称

型マルチプロセッサー）機やディスクアレイ

装置などにも対応するようになり、ソフトウ

ェアではUNIXとの高い互換性を活かして、

著名な市販のデータベースやトランザクショ

ンモニターなどミドルウェア製品への対応も

進んだ。さらに、耐障害性を向上させる高可

用クラスター製品もLinuxに対応するように

なった。

このように、Linuxは市販OSとほぼ同等の

機能をもち、周辺ソフトウェアやハードウェ

ア面でのサポートも進んでいる。以前は安定

性や性能拡張性について市販OSに一歩を譲

るところがあったが、いまではその差はほと

んどなくなってきた。業務系システムのサー

バー用OSとして考えたとき、Linuxは重要な

選択肢のひとつとなっている。

さらに重要となるシステムインテグレー
ション

ところで、オープンソース・ソフトウェア

が無償だからと言って、サーバー用OSとし

てLinuxを採用したとしても、全体コストか

らみるとコストダウンのメリットはそれほど

大きくない。これは、近年の情報システムは

オープンシステム化、ダウンサイジングが進

んでおり、アプリケーションはミドルウェア

を利用し、OSの機能を直接利用することが

少ないため、OSを変更したとしてもアプリ

ケーションの開発コスト削減には直接的には

つながらないからである。このようなOSの

位置付けをよく理解した上で導入を検討する

ことが必要で、過度のコストダウンを期待す

べきではない。

これまでも、マルチベンダー環境下におい

ては、製品の組み合わせ検証や障害時の問題

の切り分けなど、ベンダー間のコントロール

がシステム構築において大変に重要であっ

た。オープンソース・ソフトウェアの普及に

より、このようなシステムインテグレーショ

ンの重要性はますます高まってきている。■
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表１　オープンソースの定義（Open Source Initiativeによる）�

再配付の自由�

ソースコード（の配付）�

派生ソフトウェア（の許可）�

作者のソースコードの完全性�

個人やグループに対する差別の禁止�

使用する分野に対する差別の禁止�

ライセンスの分散�

特定製品でのみ有効なライセンスの禁止�

他のソフトウェアに干渉するライセンスの禁止�


